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１．　経済状況と国の動向

２．　予算編成の基本的な考え方

　令和３年１２月の月例経済報告によれば、我が国経済の基調判断は、「先行き

については、経済社会活動が正常化に向かう中で、各種政策の効果や海外経済の

改善もあって、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、供給面での制

約や原材料価格の動向による下振れリスクに十分注意する必要がある。また、変

異株をはじめ感染症による内外経済への影響や金融資本市場の変動等の影響を注

視する必要がある。」としている。

　政府は、東日本大震災からの復興・創生、激甚化・頻発化する災害への対応に

取り組むとともに、デフレからの脱却に向けて、大胆な金融政策、機動的な財政

政策、成長戦略の推進に努めるとしている。

　新型コロナウイルス感染症に対しては、最悪の事態を想定し、水際対策などに

万全を期し、あわせて、ワクチン・検査パッケージを活用した行動制限緩和の方

針に基づき、通常に近い経済社会活動の再開に取り組む。

　さらに、景気下振れリスクに十分に注意しつつ、足元の経済の下支えを図ると

ともに、感染が再拡大した場合にも国民の暮らし、雇用や事業を守り抜き、経済

の底割れを防ぐ。そのため、「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」を具

体化する令和３年度補正予算を迅速に執行するとともに、「令和４年度予算編成

の基本方針」や今後策定する「令和４年度の経済見通しと経済財政運営の基本的

態度」も踏まえ、令和４年度政府予算案を取りまとめるとしている。

　新型コロナウイルス感染症の感染拡大及びその影響は継続しており、これらの

収束に向けて期待される新型コロナワクチンだが、収束の時期を明確に見通すこ

とは難しい状況である。

　このような中で、感染症の影響により停滞した経済活動や疲弊した地域経済の

回復には時間がかかると見られ、本町においても、依然として厳しい状況にあ

る。一方、歳出においては、高齢化の影響による社会保障経費の増加、各種施設

等の維持修繕費等も引き続き増加することが見込まれることに加え、新型コロナ

ウイルス感染症に対応する経費も継続して見込まれるなど厳しい財政状況が続く

ことが予測される。

　また、住民の生活様式や働き方は、新型コロナウイルス感染拡大により大きく

変化し、テレワーク、デジタルトランスフォーメーションへの取組が進むなど社

会全体が変革の時期を迎えている。行政においても各種課題、社会的ニーズに対

応するため、これまでの事業の手法、認識について根本的に見直し、持続可能な

行財政運営を実現していかなければならない。

　このような状況を踏まえ、令和４年度予算編成は、義務的経費や継続的な事業

を中心に編成するものとし、ウィズコロナ・アフターコロナに向けた社会の変化

を的確に捉え、住民の生命・健康・生活を守り、持続可能な行政サービスの実現

を目指すものとする。
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令和４年度 令和３年度 増減額 増減率（％）

3,500,000 3,720,000 ▲ 220,000 ▲ 5.9

1,048,012 999,200 48,812 4.9

271,442 302,428 ▲ 30,986 ▲ 10.2

808,754 773,837 34,917 4.5

130,200 111,900 18,300 16.4

2,258,408 2,187,365 71,043 3.2

5,758,408 5,907,365 ▲ 148,957 ▲ 2.5

予算額 構成比 予算額 構成比

1 695,387 19.9 678,813 18.2 16,574 2.4

2 25,817 0.7 22,977 0.6 2,840 12.4

3 717 0.0 1,090 0.0 ▲ 373 ▲ 34.2

4 6,012 0.2 6,420 0.2 ▲ 408 ▲ 6.4

5 7,307 0.2 4,150 0.1 3,157 76.1

6 7,588 0.2 7,500 0.2 88 1.2

7 142,695 4.1 129,953 3.5 12,742 9.8

8 4,286 0.1 2,000 0.1 2,286 114.3

9 4,817 0.1 4,578 0.1 239 5.2

10 1,496,800 42.8 1,384,800 37.2 112,000 8.1

11 600 0.0 600 0.0 0 0.0

12 3,480 0.1 4,325 0.1 ▲ 845 ▲ 19.5

13 86,361 2.5 88,508 2.4 ▲ 2,147 ▲ 2.4

14 322,655 9.2 386,745 10.4 ▲ 64,090 ▲ 16.6

15 189,734 5.4 173,909 4.7 15,825 9.1

16 90,325 2.6 561 0.0 89,764 16000.7

17 4,010 0.1 6,010 0.2 ▲ 2,000 ▲ 33.3

18 213,323 6.1 280,000 7.5 ▲ 66,677 ▲ 23.8

19 1 0.0 10,709 0.3 ▲ 10,708 ▲ 100.0

20 94,585 2.7 84,052 2.3 10,533 12.5

21 103,500 3.0 442,300 11.9 ▲ 338,800 ▲ 76.6

3,500,000 100.0 3,720,000 100.0 ▲ 220,000 ▲ 5.9

寄附金

３．会計別予算　総括表　

４．歳入内訳表・概要　

　　（１）歳入款別内訳

（単位：千円）

合計

繰入金

繰越金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

町債

財産収入

諸収入

県支出金

交通安全対策特別交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

区分

配当割交付金

増減率
（％）

町税

地方特例交付金

地方交付税

令和４年度 令和３年度
増減額

環境性能割交付金

地方譲与税

利子割交付金

法人事業税交付金

計

合計

　　一般会計・特別会計予算

国民健康保険特別会計

会計名

（単位：千円）

一般会計

下水道事業特別会計

介護保険特別会計（保険事業勘定）

後期高齢者医療特別会計

特
別
会
計
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　町税について、町民税では新型コロナウイルス感染症の影響はあるものの、社

会経済活動の緩やかな回復を見込み、約１０，８２９千円（３．７％）の増額を

見込んでいます。固定資産税は、土地の下落等により微減となる見込みです。軽

自動車税は、新税率の適用車の増加を、たばこ税では税率の改正に伴う増額を見

込み、町税全体として約１６，５７４千円（２．４％）の増額を見込んでいま

す。

　環境性能割交付金について、消費税率引き上げに伴う対応として設けられた臨

時的軽減措置が終了するため、約２，２８６千円（１１４．３％）の増額を見込

んでいます。

　地方交付税は、令和３年度交付決定額及び令和４年度国の地方財政計画を基

に、約１１２，０００千円（８．１％）の増額を見込んでいます。

　国庫支出金について、新規事業に伴うデジタル基盤改革支援補助金、新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金や社会保障・税番号制度システム整備

費補助金、障害者自立支援給付費負担金等の増加はあるものの、児童手当国庫負

担金や町焼却施設解体に伴う循環型社会形成推進交付金が皆減となることから、

約▲６４，０９０千円（▲１６．６％）の減額を見込んでいます。

　県支出金について、児童手当県費負担金や衆議院議員選挙関連経費等は減少と

なるものの、参議院議員選挙関連経費や利用者等の増加に伴う障害者自立支援給

付費負担金、後期高齢者基盤安定化負担金の増額や事業費の増加に伴う地籍整備

事業費補助金、土地改良事業費補助金等により、約１５，８２５千円（９．

１％）の増額を見込んでいます。

　財産収入について、土地売却収入を見込み、約８９，７６４千円（１６，００

１％）の増額を見込んでいます。

　諸収入について、まほろば環境衛生組合からの返還金やごみ袋収入等により約

１０，５３３千円（１２．５％）の増額を見込んでいます。

　町債について、臨時財政対策債の抑制や焼却施設解体に伴う一般廃棄物処理事

業債の減少等により、約▲３３８，８００千円（▲７６．６％）の大幅な減額を

見込んでいます。

　２１３，３２４千円の財源不足については、繰入金、繰越金により予算の均衡

に努めたところです。

　　（２）歳入の概要
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予算額 構成比 予算額 構成比

1 65,365 1.9 65,318 1.8 47 0.1

2 523,577 15.0 506,768 13.6 16,809 3.3

3 1,147,033 32.8 1,083,913 29.1 63,120 5.8

4 435,580 12.4 817,999 22.0 ▲ 382,419 ▲ 46.8

5 47,279 1.3 44,198 1.2 3,081 7.0

6 30,186 0.9 31,179 0.8 ▲ 993 ▲ 3.2

7 436,039 12.5 330,778 8.9 105,261 31.8

8 158,665 4.5 131,735 3.6 26,930 20.4

9 319,879 9.1 342,867 9.2 ▲ 22,988 ▲ 6.7

10 10 0.0 10 0.0 0 0.0

11 317,984 9.1 346,438 9.3 ▲ 28,454 ▲ 8.2

12 6,403 0.2 7,139 0.2 ▲ 736 ▲ 10.3

13 12,000 0.3 11,658 0.3 342 2.9

3,500,000 100.0 3,720,000 100.0 ▲ 220,000 ▲ 5.9

予算額 構成比 予算額 構成比

1,049,978 30.0 1,013,892 27.3 36,086 3.6

777,550 22.2 657,235 17.7 120,315 18.3

79,483 2.3 85,665 2.3 ▲ 6,182 ▲ 7.2

384,367 11.0 371,942 10.0 12,425 3.3

398,687 11.4 355,101 9.5 43,586 12.3

109,373 3.1 517,443 13.9 ▲ 408,070 ▲ 78.9

0 0.0 0 0.0 0 0.0

317,984 9.1 346,438 9.3 ▲ 28,454 ▲ 8.2

6,403 0.2 7,139 0.2 ▲ 736 ▲ 10.3

0 0.0 0 0.0 0 0.0

364,175 10.4 353,487 9.5 10,688 3.0

12,000 0.3 11,658 0.3 342 2.9

3,500,000 100.0 3,720,000 100.0 ▲ 220,000 ▲ 5.9

補助費等

合計

（単位：千円）

　　（２）歳出性質別内訳

　　（１）歳出款別内訳

令和４年度 令和３年度

（単位：千円）

予備費

合計

普通建設費

災害復旧事業費

公債費

積立金

投資及び出資金・貸付金

繰出金

増減率
（％）

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

区分
令和４年度 令和３年度

増減額

増減率
（％）

予備費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

議会費

増減額区分

５．歳出内訳表・概要　
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　歳出につきましては、法改正に基づく経費は優先的に計上し、経常的経費につ

いては、節減合理化に努めながらも、行財政運営について効率性かつ透明性を高

め、財政の健全化を図り将来世代に負担を先送りしない持続可能な予算編成を行

いました。令和４年度を始期とする「第５次安堵町総合計画」並びに「第２期安

堵町まち・ひと・しごと創生総合戦略」を着実に実行し、「小さくても　キラリ

光る　活力あふれるまち　あんど」を将来像に掲げて、その実現に向けて必要な

諸経費を計上しました。

　義務的経費である、人件費については、新型コロナウイルスワクチン接種に伴

う会計年度任用職員や選挙執行に係る経費等により、約３６，０８６千円（３．

６％）の増加を見込んでいます。扶助費については、町外保育所の利用者数や対

象者数の減少により町外保育所等措置委託、児童手当給付事業費は減少するもの

の、高齢化社会やサービス利用者の増加により、障害者医療費や介護給付費・訓

練等給付費が増加するため、約１２，４２５千円（３．４％）の増加を見込んで

います。維持補修費については、町単独道路維持補修工事の減少により、約▲

６，１８２千円（▲７．２％）の減少を見込んでいます。

　物件費は、総合計画・総合戦略策定経費、衆議院議員選挙執行経費、戸籍クラ

ウドシステム構築経費、校務支援システム関連機器の購入経費等は減少するもの

の、各種システム改修経費や計画策定経費、選挙関連経費、固定資産評価更新業

務、新型コロナウイルスワクチン接種に係る経費等により、約１２０，３１５千

円（１８．３％）の増加となる見込みです。

　補助費等は、火葬場使用料助成金やまほろば環境衛生組合、山辺・県北西部環

境衛生組合負担金、社会福祉協議会運営補助金等により、約４３，５８６千円

（１２．３％）の増加となる見込みです。

　投資的経費である、普通建設事業費は、計画的な公共施設等の改修工事はある

ものの、焼却施設解体に伴う工事費が皆減することから、約▲４０８，０７０千

円（▲７８．９％）の大幅な減少となる見込みです。

　各特別会計への繰出金は、介護保険特別会計、後期高齢者医療保険、下水道事

業特別会計の増加により、約１０，６８８千円（３．０％）の増加となる見込み

です。

　以上のことから、令和４年度一般会計の総額は、３，５００，０００千円で、

前年度に比べ▲２２０，０００千円（▲５．９％）の減少となっています。

　　（３）歳出の概要
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【総合政策課】

予算 新規・継続

２３，９３４千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ２３，９３４千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 ４目　企画費 前年度予算 ２３，８７９千円

【総務課】

予算 新規・継続

７，３７０千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ７，３７０千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 １目　一般管理費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

２，４８９千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ２，４８９千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 ２目　財産管理費 前年度予算 千円

財　源　内　訳（千円）

（担当課：総務課）

・役場庁舎２階　LED化に係る経費

事業名

新個人情報保護対応支援事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：総務課）

・個人情報保護法の改正に伴う例規整備等委託経費

事業名

役場庁舎LED化事業

令和４年度　当初予算　主要事業

事業名

公共交通運行事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：総合政策課）

・コミュニティバス運行経費
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予算 新規・継続

１，４６３千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １，４６３千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 ６目　電子計算費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

１４，０８８千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

６，９０８千円 千円 千円 千円 ７，１８０千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 ６目　電子計算費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

５，１６９千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ５，１６９千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 ６目　電子計算費 前年度予算 ４，２６９千円

（担当課：総務課）

・パソコン２０台の購入費（共同調達）

１台　２３４，９２０円×１．１＝２５８，４１２円

事業名

パソコン購入事業

財　源　内　訳（千円）

財　源　内　訳（千円）

（担当課：総務課）

・システム改修　１３，８１６，０００円

・システム保守　２７１，９２０円

・オンライン申請がされた書類内容を、基幹系システムに取り込むためのシステム改修。

事業名

自治体オンライン手続き環境構築事業

定年延長等システム改修事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：総務課）

・定年延長、短時間勤務者共済加入対応に係るシステム改修　１，４６３，０００円

事業名
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予算 新規・継続

８，４５３千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 ６，５８０千円 千円 千円 １，８７３千円

《事業概要》

２款　総務費 ４項　選挙費 ２目　参議院議員選挙費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

６，５４８千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ６，５４８千円

《事業概要》

２款　総務費 ４項　選挙費 ３目町長選挙・町議会議員補欠選挙費 前年度予算 千円

事業名

町長選挙・町議会議員補欠選挙事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：総務課）

・町長選挙・町議会議員補欠選挙執行関連経費

・参議院議員選挙執行関連経費

事業名

参議院議員選挙事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：総務課）
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【危機管理室】

予算 新規・継続

５０千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ５０千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 １目　一般管理費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

６，４９０千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 ４，８００千円 千円 １，６９０千円

《事業概要》

８款　消防費 １項　消防費 １目　非常備消防費 前年度予算 ６，２８６千円

予算 新規・継続

１，２３９千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 ８００千円 ４３９千円

《事業概要》

８款　消防費 １項　消防費 ２目　災害対策費 前年度予算 千円

・点滅パトライト　　　　　　　　　　　　　　　 １０３，９５０円

・防災用発電機　　　　　　　　　　　　　　　 ８３１，６００円

事業名

災害対策用備品購入事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：危機管理室）

・大雨等注意喚起　看板購入（２か所）　３０２，５００円

事業名

消防ポンプ車購入事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：危機管理室）

・第４分団（西安堵）　消防ポンプ車購入　６，４９０，０００円

事業名

防犯電話購入助成事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：危機管理室）

・防犯電話購入助成金　５，０００円×１０件（１世帯１台）

・６５歳以上の方で、防犯電話を購入した方を対象に、１世帯１台５，０００円を上限に助成
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【税務課】

予算 新規・継続

８，８７２千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ８，８７２千円

《事業概要》

２款　総務費 ２項　徴税費 ２目　賦課徴収費 前年度予算 ３，９６２千円

予算 新規・継続

３，２０１千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

３，２０１千円 千円 千円 千円 千円

《事業概要》

２款　総務費 ２項　徴税費 ２目　賦課徴収費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

１，８９０千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １，８９０千円

《事業概要》

２款　総務費 ２項　徴税費 ２目　賦課徴収費 前年度予算 千円

財　源　内　訳（千円）

（担当課：税務課）

・令和６年度の評価替えに向けた不動産鑑定評価業務

事業名

評価替えに伴う標準宅地鑑定評価事業

固定資産管理システムバージョンアップ事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：税務課）

・固定資産管理システムバージョンアップ事業（クラウド化）

事業名

事業名

固定資産評価更新事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：税務課）

・３年に１度の評価替えに向けての更新業務（航空写真・路線価見直し等業務）
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予算 新規・継続

２，９１０千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ２，９１０千円

《事業概要》

２款　総務費 ２項　徴税費 ２目　賦課徴収費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

２，３６５千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ２，３６５千円

《事業概要》

２款　総務費 ２項　徴税費 ２目　賦課徴収費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

２，４７５千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ２，４７５千円

《事業概要》

２款　総務費 ２項　徴税費 ２目　賦課徴収費 前年度予算 ４，３１９千円

事業名

未評価家屋評価補助事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：税務課）

・未評価家屋の評価をするにあたり、一定業務を委託し評価を実施

・新車登録、名義変更、納税証明書等のオンライン化に伴うシステム改修

事業名

軽自動車税　電子化に伴うシステム改修事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：税務課）

（担当課：税務課）

・令和５年度の当初納付書にQRコードを印字する、全国統一の様式への変更に伴うシステム改修

・令和５年度は、固定資産税、軽自動車税の当初納付書に印字する

事業名

納付書QRコード対応システム改修事業

財　源　内　訳（千円）
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【こども園】

予算 新規・継続

４，０４３千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

１，７００千円 千円 千円 千円 ２，３４３千円

《事業概要》

３款　民生費 ２項　児童福祉費 ３目　こども園費 前年度予算 千円

【住民課】

予算 新規・継続

５，０８２千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

５，０８１千円 千円 千円 千円 １千円

《事業概要》

２款　総務費 ３項　戸籍・住民基本台帳費 １目　戸籍・住民基本台帳費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

８，６００千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ８，６００千円

《事業概要》

３款　民生費 １項　社会福祉費 １目　社会福祉総務費 前年度予算 ５，１６０千円

・職員室及び給食室トイレ　洋式化工事　１，７００，０００円

事業名

施設改修事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：こども園）

・給水配管入替　２，３４３，０００円

戸籍システム改修事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：住民課）

事業名

火葬場使用料助成事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：住民課）

・火葬場使用料を支払った方を対象に、８０千円を上限に助成。

事業名

・マイナンバーを用いた戸籍の広域交付に基づくシステム改修経費等
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【環境美化センター】

予算 新規・継続

１０，６４６千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １０，６４６千円

《事業概要》

４款　衛生費 ２項　清掃費 １目　塵芥処理費　 前年度予算 １１，４２５千円

予算 新規・継続

７，０３１千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 ５，５００千円 千円 １，５３１千円

《事業概要》

４款　衛生費 ２項　清掃費 １目　塵芥処理費　 前年度予算 千円

予算 新規・継続

３７，３７５千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 ２４，５６７千円 １２，８０８千円

《事業概要》

４款　衛生費 ２項　清掃費 １目　塵芥処理費　 前年度予算 １０，５９６千円

事業名

山辺・県北西部広域環境衛生組合負担金事業(経常)

財　源　内　訳（千円）

（担当課：美化センター）

・可燃ごみに関する負担金　５，２１９，０００円

（担当課：美化センター）

・エネルギー回収型廃棄物処理施設建設費　６，０９４，０００円

・マテリアルリサイクル推進施設建設費　　　　９３７，０００円

（担当課：美化センター）

・まほろば環境衛生組合への負担金　３７，３７５，０００円

財　源　内　訳（千円）

・不燃ごみ・粗大ごみに関する負担金　６２９，０００円

・周辺地区環境整備基金に関する負担金　４，３２３，０００円

・埋蔵物発掘調査に関する負担金　　　　４７５，０００円

事業名

山辺・県北西部広域環境衛生組合負担金事業（臨時）

事業名

まほろば環境衛生組合負担金事業

財　源　内　訳（千円）
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予算 新規・継続

９，４５５千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 ７，０００千円 千円 ２，４５５千円

《事業概要》

４款　衛生費 ２項　清掃費 １目　塵芥処理費　 前年度予算 千円

予算 新規・継続

２，２００千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ２，２００千円

《事業概要》

４款　衛生費 ２項　清掃費 １目　塵芥処理費　 前年度予算 千円

予算 新規・継続

１０，４２７千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 １０，４２７千円 千円

《事業概要》

４款　衛生費 ２項　清掃費 １目　塵芥処理費　 前年度予算 １１，３６７千円

事業名

ごみ減量化事業（ごみ袋有料化事業）

事業名

新車購入事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：美化センター）

・ロータリー車購入経費

事業名

一般廃棄物処理基本計画策定事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：美化センター）

・一般廃棄物処理基本計画の策定に係る経費

・その他消耗品、備品等　　　　　　 ２８２，０００円

財　源　内　訳（千円）

（担当課：美化センター）

・指定ごみ袋作成業務委託　　 ７，８３０，０００円

・指定ごみ袋取扱業務委託　　 １，８２２，０００円

・有料化冊子作製費　　　　　　　　　１１８，８００円

・使用料及び賃借料　　　　　　　　　３７４，０００円
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【健康福祉課】

予算 新規・継続

５，５５６千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ５，５５６千円

《事業概要》

３款　民生費 １項　社会福祉費 １目　社会福祉総務費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

１，７０５千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

８５２千円 千円 千円 千円 ８５３千円

《事業概要》

３款　民生費 １項　社会福祉費 １目　社会福祉総務費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

２５，９５０千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

２５，９５０千円 千円 千円 千円 千円

《事業概要》

３款　民生費 １項　社会福祉費 ４目　福祉保健センター費 前年度予算 千円

（担当課：健康福祉課）

・空調更新設計監理委託　１，５００，０００円
・エアコン更新工事　　２４，４４９，７００円

事業名

福祉保健センター２階　空調更新事業

財　源　内　訳（千円）

事業名

障害者福祉システム改修事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：健康福祉課）

・障害福祉サービスのデータベース構築に伴うシステム改修

財　源　内　訳（千円）

（担当課：健康福祉課）

・町社会福祉協議会の運営に係る補助

事業名

町社会福祉協議会運営補助事業
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予算 新規・継続

１７７，５３４千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

８８，７６７千円 ４４，３８３千円 千円 千円 ４４，３８４千円

《事業概要》

３款　民生費 １項　社会福祉費 ８目　自立支援給付費 前年度予算 １６０，８８４千円

予算 新規・継続

３５，６２１千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

３５，６２１千円 千円 千円 千円 千円

《事業概要》

４款　衛生費 １項　保健衛生費 ２目　予防費 前年度予算 ３６，４０５千円

予算 新規・継続

５，７５９千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ５，７５９千円

《事業概要》

４款　衛生費 １項　保健衛生費 ３目　保健衛生費 前年度予算 千円

・計画策定委員会報酬　２１８，４００円
・計画策定業務委託　　５，５００，０００円
・その他消耗品等　　　４０，０００円

（担当課：健康福祉課）

事業名

すこやか安堵２１計画策定事業

財　源　内　訳（千円）

事業名

介護給付費・訓練等給付事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：健康福祉課）

・居宅介護、自立訓練等の給付事業
・居宅や施設における介護サービスや日中活動の場における機能訓練、就労支援などのサービスに係る経費
・児童発達支援や放課後デイサービスに係る経費

事業名

新型コロナウイルスワクチン接種事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：健康福祉課）

・１８歳以上の追加接種（３回目）の接種の方及び５歳から１１歳の方の接種（２回接種）完了までの経費
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予算 新規・継続

１，２８７千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １，２８７千円

《事業概要》

４款　衛生費 １項　保健衛生費 ３目　保健衛生費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

１，４１７千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １，４１７千円

《事業概要》

４款　衛生費 １項　保健衛生費 ３目　保健衛生費 前年度予算 千円

事業名

母子保健関係備品購入事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：健康福祉課）

・屈折検査機器購入費　１，３７５，０００円
・デジタル体重計購入費　　　 ４１，２５０円

事業名

健康管理システム改修事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：健康福祉課）

・健康管理システムを更新するためのシステム改修
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【産業課】

予算 新規・継続

５００千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ５００千円

《事業概要》

５款　農林水産業費 １項　農業費 １目　農業委員会費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

１，９９４千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

１，７７３千円 千円 千円 千円 ２２１千円

《事業概要》

５款　農林水産業費 １項　農業費 ３目　農業振興費 前年度予算 １２４千円

予算 新規・継続

７００千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ７００千円

《事業概要》

６款　商工費 １項　商工観光費 ２目　観光費 前年度予算 ５００千円

財　源　内　訳（千円）

（担当課：産業課）

・農地情報公開システム利用に係る登録用地図データ作成業務        ４９９，４００円

事業名

農地台帳システム改修事業

事業名

WEST　NARA広域観光推進協議会負担金事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：産業課）

・協議会運営経費に係る負担金

事業名

戸別所得補償制度推進事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：産業課）

・水田台帳システムデータ移行業務　１，６４９，６７０円
・その他機器借り上げ料等　　　　　　　　 ３４４，０００円
・農家の面積等、現状の紙ベースでの管理からデータ管理へ移行するための経費
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予算 新規・継続

９９０千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

９９０千円 千円 千円 千円 千円

《事業概要》

６款　商工費 １項　商工観光費 ２目　観光費 前年度予算 千円

【建設課】

予算 新規・継続

５，０００千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ５，０００千円

《事業概要》

２款　総務費 １項　総務管理費 ７目　交通安全対策費 前年度予算 ５，５４７千円

予算 新規・継続

３，４３７千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ３，４３７千円

《事業概要》

５款　農林水産業費 １項　農業費 ４目　土地改良事業費 前年度予算 千円

事業名

農道台帳修正事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：建設課）

・農道の減少に伴う農道台帳の更新

財　源　内　訳（千円）

事業名

交通安全施設整備事業

（担当課：建設課）

・町内全域　交通安全施設整備（カーブミラー、ガードレール等）

財　源　内　訳（千円）

（担当課：産業課）

・きらっと！あんど　観光パンフレット増刷　１０，０００部

事業名

観光パンフレット増刷事業
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予算 新規・継続

３，３０４千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 ３，３０４千円 千円 千円 千円

《事業概要》

５款　農林水産業費 １項　農業費 ４目　土地改良事業費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

６，６９７千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 ４，９６８千円 千円 千円 １，７２９千円

《事業概要》

７款　土木費 １項　土木管理費 １目　土木総務費 前年度予算 １，７７３千円

予算 新規・継続

４５，３３６千円 新規・継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ４５，３３６千円

《事業概要》

７款　土木費 ２項　道路橋梁費 １目　道路橋梁維持費 前年度予算 ５７，６４５千円

・町内全域　　道路設計業務　９，６０４，０００円　　　・大和川右岸線除草工事　　  ６，１８３，０００円

・道路維持草刈り工事（２回）１３，３８２，０００円　　  ・小泉苑道路側溝清掃　　　　 １，１６８，０００円

・町内全域道路維持工事　　　７，２０７，０００円　　　・岡崎地区　道路舗装工事　　１，０００，０００円

・町内全域道路側溝清掃　　　５，０９２，０００円　　  ・窪田地区　道路舗装工事　　１，７００，０００円

・地籍調査事業費積算システム購入費　７２，０５０円

・地籍整備事業委託　　　６，１５６，０００円（一筆調査、測量、立会）

事業名

町単独道路維持補修事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：建設課）

・ため池パトロール業務　１１か所　７１６，０００円

事業名

地籍整備事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：建設課）

・地籍調査推進委員報酬　４６８，０００円

事業名

防災ため池劣化状況調査及びパトロール事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：建設課）

・ため池劣化状況調査　３か所　２，５８８，０００円
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予算 新規・継続

４５，５５７千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

２４，９５２千円 千円 １４，１００千円 千円 ６，５０５千円

《事業概要》

７款　土木費 ２項　道路橋梁費 １目　道路橋梁維持費 前年度予算 ３０，５２９千円

予算 新規・継続

８８，６８２千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 ８８，６８２千円 千円

《事業概要》

７款　土木費 ３項　都市計画費 １目　都市計画総務費 前年度予算 ２，３７４千円

予算 新規・継続

６，７３１千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ６，７３１千円

《事業概要》

７款　土木費 ３項　都市計画費 ３目　都市公園維持管理費 前年度予算 ９，３５６千円

・都市公園除草工事　　　　　　 　　１，５１０，０００円

財　源　内　訳（千円）

（担当課：建設課）

・中央公園植栽管理（高木）工事　１，２５８，０００円

・中央公園施設管理工事　　　　 　２，２０２，０００円

・都市公園草刈工事　　　　　　　 　　　５８９，０００円

・都市公園維持管理工事　　　　 　１，１７２，０００円

・土地鑑定業務　　　　　　　　　１０２，０００円

・公有財産購入費　　 　　５１，３２２，８６０円

・決裁金　　　　　　　　　　　　 　４２１，２８１円

・建物・工作物補償費　　３１，５００，０００円

事業名

都市公園維持管理事業

事業名

都市計画事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：建設課）

・登記業務　　　　　　　　　　　　３３５，０００円

・支障物件調査算定業務　５，０００，０００円

財　源　内　訳（千円）

（担当課：建設課）

・路面性状調査業務　１０，３３４，０００円

・橋梁修繕設計業務　１０，２２３，０００円（戈鳥橋）

・橋梁定期点検業務　　５，０００，０００円（１０橋）

・舗装修繕工事　　　２０，０００，０００円（柿の里）

事業名

社会資本整備総合交付金事業
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予算 新規・継続

５，９２９千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ５，９２９千円

《事業概要》

７款　土木費 ４項　住宅費 １目　住宅管理費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

４，２１８千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 ４，２１８千円 千円

《事業概要》

７款　土木費 ４項　住宅費 １目　住宅管理費 前年度予算 ３，４０６千円

予算 新規・継続

５，４５５千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ５，４５５千円

《事業概要》

７款　土木費 ４項　住宅費 ３目　地域改善対策事業費 前年度予算 千円

・小集落地区改良事業の残地となっている事業用地及び老朽化が進む町営住宅の今後の管理方針並びに

処理方法を検討するうえでの調査経費

・改良住宅公共下水道への接続工事（２号団地、８件）　４，２１７，８４０円

事業名

地域環境改善計画策定事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：建設課）

・４号棟　高架水槽修理工事　５，９２８，８９０円

事業名

改良住宅下水道接続事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：建設課）

事業名

町営住宅４号棟　高架水槽修理事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：建設課）
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【教育総務課】

予算 新規・継続

１９４千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １９４千円

《事業概要》

９款　教育費 １項　教育総務費 １目　教育委員会費 前年度予算 １４５千円

予算 新規・継続

３，２５６千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

３，２５６千円 千円 千円 千円 千円

《事業概要》

９款　教育費 １項　教育総務費 ６目　ICT教育推進事業費 前年度予算 １，６２８千円

予算 新規・継続

２，２００千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ２，２００千円

《事業概要》

９款　教育費 １項　教育総務費 ６目　ICT教育推進事業費 前年度予算 千円

（担当課：教育総務課）

・学校教育における情報セキュリティポリシー策定委託　２，２００，０００円

事業名

教育情報セキュリティポリシー策定事業

財　源　内　訳（千円）

事業名

町立学校読解力向上事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：教育総務課）

・集団読書用図書保管箱（小学校、中学校）　１９，５８０円
・朝読書の本購入費　  　　　　　　　　　　　　　１７３，８６６円

事業名

ICT支援員派遣業務

財　源　内　訳（千円）

（担当課：教育総務課）

・小中学校へのICT支援員の派遣経費
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予算 新規・継続

２２０千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ２２０千円

《事業概要》

９款　教育費 １項　教育総務費 ６目　ICT教育推進事業費 前年度予算 千円

予算 新規・継続

１，３７５千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １，３７５千円

《事業概要》

９款　教育費 ６項　保健体育費 ３目　学校給食センター費 前年度予算 千円

財　源　内　訳（千円）

（担当課：教育総務課）

・給食費の公会計化に伴うシステムの導入経費　１，３７５，０００円

事業名

学校給食費管理システム導入事業

事業名

GIGAスクール運営支援センター整備負担金事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：教育総務課）

・GIGAスクール運営支援センター整備に係る負担金
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【小学校】

予算 新規・継続

１５９千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 １５９千円

《事業概要》

９款　教育費 １項　小学校費 １目　学校管理費 前年度予算 １，５６２千円

予算 新規・継続

１，４３０千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

１，４３０千円 千円 千円 千円 千円

《事業概要》

９款　教育費 ２項　小学校費 ２目　教育振興費 前年度予算 千円

事業名

小学校管理　施設改修工事事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：小学校）

インターホン設置工事（正門ー事務室ー職員室）　１５８，４００円

・校外学習、修学旅行　バス増台借上料　１，４２９，０１１円

事業名

校外学習、修学旅行　バス増台事業

財　源　内　訳（千円）

（担当課：小学校）
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【中学校】

予算 新規・継続

６１２千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

６１２千円 千円 千円 千円 千円

《事業概要》

９款　教育費 ３項　中学校費 ２目　教育振興費 前年度予算 千円

【生涯学習課】

予算 新規・継続

９，８８７千円 継続

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ９，８８７千円

《事業概要》

９款　教育費 １項　教育総務費 ４目トーク安堵カルチャーセンター費 前年度予算 ８，０６３千円

【資料館】

予算 新規・継続

８４７千円 新規

国庫 県費 町債 その他 一般財源

千円 千円 千円 千円 ８４７千円

《事業概要》

９款　教育費 ５項　社会教育費 ３目　資料館運営費 前年度予算 千円

・歴史民俗資料館の門の耐震診断委託経費　８４７，０００円

（担当課：中学校）

・校外学習、修学旅行バス増台借上料　６１１，６００円

事業名

耐震診断事業

（担当課：資料館）

事業名

カルチャーセンター外壁、屋根修繕事業

財　源　内　訳（千円）

校外学習、修学旅行　バス増台事業

事業名

財　源　内　訳（千円）

財　源　内　訳（千円）

（担当課：生涯学習課）

・外壁改修　設計監理　　　　１，０２０，２５０円

・外壁工事　　　　　　　　　　　７，７００，０００円

・屋根補修工事　　　　　　　　１，１６６，０００円
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所属 事業概要 備考

1

こども園
こども支援課
教育総務課
生涯学習課

各施設における感染症対策用品の購入等

こども園　　　749千円
こども支援課　 99千円
教育総務　　　230千円
生涯学習　　　779千円

2 危機管理室 ミルク缶やおむつ等の購入・備蓄

3 税務課 行政のデジタル化（クラウド化）

4 こども園 こども園の職員用トイレ及び給食室トイレの
洋式化

5 健康福祉課 福祉保健センター２階の空調を高機能性能
に更新

6 健康福祉課 地域外来検査センターの運営負担金

7 建設課 窓口専用端末の設置に係るシステム更新業
務

8 産業課 アフターコロナを見据えた観光事業継続のた
めのパンフレットの増刷

9 教育総務課 コロナ禍で、児童生徒の悩み事等が増加の
傾向にある中、相談体制の充実を図る

10 教育総務
町立学校にスクールサポートスタッフを１名ず
つ配置し、学校現場での感染対策の強化及
び教師等の業務サポートを行う

総事業費3,173千円（内
2,020千円は県補助金を
活用）

11 教育総務課 GIGAスクール構想推進のためのICT支援員
派遣業務

12 小学校 修学旅行等におけるバスの増台経費

13 中学校 修学旅行等におけるバスの増台経費

合　　計 45,203

ICT支援員派遣業務 3,256

小学校　修学旅行等バス増台事業 1,430

中学校　修学旅行等バス増台事業 612

観光パンフレット増刷事業 990

スクールカウンセラー配置事業 827

教育支援体制整備事業 1,153

福祉保健センター　２階空調整備事業 25,950

地域外来検査センター運営負担金事業 1,137

道路台帳システム更新事業 2,306

防災活動支援事業 784

固定資産管理システム
バージョンアップ事業

3,201

こども園　衛生環境充実事業 1,700

公共的空間・安全安心確保事業 1,857

新型コロナウイルス感染症に伴う地方創生臨時交付金事業

事業名 事業費（千円）
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【歳　入】 地方消費税社会保障財源交付金（社会保障財源分）　　81,230千円

【歳　出】

（単位：千円）

区　　分 事　　業 予　算　額 国県支出金 地方債 その他
うち地方消費税
交付金（社会保
障財源化分）

老人福祉費 51,268 588 1 50,679 16

医療対策費 63,397 19,048 44,349 7,030

自立支援給付費 198,475 147,685 50,790 36,140

地域生活支援事業費 20,577 12,000 8,577 669

小　　計 333,717 179,321 1 154,395 43,855

児童福祉総務費 30,522 7,837 3,480 19,205 5,587

児童措置費 121,142 69,148 51,994 16,014

こども園費 209,395 9,859 21,973 177,563 7,585

小　　計 361,059 86,844 25,453 248,762 29,186

予防費 59,781 36,758 23,023 4,379

保健衛生費 33,967 2,681 1,526 29,760 3,810

小　　計 93,748 39,439 1,526 52,783 8,189

788,524 305,604 26,980 455,940 81,230

※地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要した一般財源の比率に按分して充当しています。

社会福祉費

児童福祉費

保健衛生費

合　　　計

令和4年度 安堵町一般会計当初予算

消費税引き上げ分の地方消費税（社会保障財源化分）の使途について

平成２６年４月１日から、消費税及び地方消費税が５％から８％へ引き上げられたこと、また令和元年１０月１日より
８％から１０％に引き上げられたことに伴う、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保
障施策に要する経費（事務費や事務職員人件費は除く）に充てるものとされています。令和4年度安堵町一般会計当
初予算における社会保障施策経費への充当状況については、下記のとおりです。

地方消費税社会保障財源交付金（社会保障財源分）が充てられる社会保障施策に要す
る経費　　　　455,940千円

財　　源　　内　　訳

特定財源 一般財源
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国民健康保険特別会計

１．国民健康保険の概要

　国民健康保険は、被保険者の疾病、負傷、出産又は死亡に関して必要な保険給付を行

う医療保険制度です。

　市町村の区域内に住所を有する者は、後期高齢者医療制度又は被用者保険（社会保

険）に加入していない限り、本人の意志に関係なく、強制的に国民健康保険に加入するこ

ととなります。このことにより、全ての国民がいずれかの医療保険に加入することとなりま

す（国民皆保険）。

　平成３０年度の国民健康保険制度改正により、国民健康保険の運営が市町村単位から

県単位に移行しました。県は、財政運営主体となって、県全体の国民健康保険における保

険給付を負担するため、財政の安定化が見込まれ、また、事務の効率化・広域化等によ

り、効率的な事業運営を図ります。

　市町村は、県が決定した国民健康保険事業納付金を県に納め、保険給付にかかる費用

が、補助金として県より交付されます。

　国民健康保険税は、県が算定する標準保険税率を参考に、県と協議のうえ決定します。

また、令和６年度には「同じ所得・世帯構成であれば、県内のどこに住んでも保険料水準

が同じ」となる県内統一保険料になる予定です。

２．国民健康保険の状況

非正規雇用者の社会保険適用の拡充等で、被保険者数が減少しており、安堵町の国民

健康保険の状況は、以下のとおりとなっています。
（１）世帯数及び被保険者数　（令和3年12月末現在）

　　・世　帯　数　　1,225 世帯　（前年度　1,253 世帯　 28 世帯減）

　　・被保険者数  　1,949 人    （前年度　1,956  人　  57  人 減）
（２）人口に対する国民健康保険適用率　（令和3年12月末現在）

　　・適　用　率　　27.25 ％ 　 （前年度  26.82　％　 0.43 ％ 増）

　　・人　　　口　  7,153 人  　（前年度　7,268  人　 115  人 減）
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３．国民健康保険特別会計予算　概要

《歳入》

　国民健康税については、前年度と同じ税率で据え置くため、約５６９千円（０．３％）の増

額となる見込みです。

　県支出金については、国の統一的標準システムの導入に対する県補助金が減少するも

のの、医療費の増加に対する交付金が増額となるため、４９，４３０千円（６．５％）の増額

となります。

　繰入金は、財政安定化繰入金及び国民健康保険保険基盤安定繰入金の国の算定額が

減少したため、１，００１千円（１．４％）の減額です。

《歳出》

総務費については、国の標準システムの導入が完了しましたので、導入費用である約１

０，５４８千円（５１．４％）の減額をしています。

保険給付費については、外来受診等の療養給付費及び入院等の高額療養費が前年度

予算を超過したことを踏まえ、約５８，９１８千円（８．４％）の増額となる見込みです。

諸支出金については、令和２年度の退職被保険者の療養給付費にかかる交付金が過

大交付されている分の返還が完了したため約１，０２３千円（４４．２％）の減額をしていま

す。

国民健康保険事業費納付金については、前年度より奈良県への納付額が減少の見込

みであるため、約５，８８４千円（２．３％）の減額となる見込みです。

以上のことから、令和４年度国民健康保険会計の総額は、１，０４８，０１２千円となり、前

年度と比べ４８，８１２千円（４．９％）の増加となります。
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１． 下水道特別会計予算　概要

《歳入》

《歳出》

下水道事業特別会計

　歳入については、公共下水道への接続家屋の増加及び企業からの増収を見込み、

１，１４０千円（１．６％）の増加と補助対象区間の増加により国庫補助金が１，１００千

円（２２．９％）増加となっていますが、下水道事業の公営企業法適化業務と単独区間

の施工減少により起債借入額が３７，７００千円（４０．４％）の減少となっています。

　歳出については、マンホールポンプ場の監視通信機器更新及び使用料収入増に伴

う流域下水道維持管理負担金と消費税の支払い、公用車の購入費用の増加となって

いますが、下水道事業の公営企業法適化業務委託費の減少及び公営企業財政健全

化支援事業に伴う償還が令和３年度で完了したため、全体の事業費としましては、３

０，９８６千円（１０．２％）の減少となっています。
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要支援１ 要支援２ 計 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 合計

総数 25 65 90 93 86 69 41 34 323 413

（３）  要支援認定者（1・2）・・・ 90人　　　　　　　　　　　　　　　

介護保険特別会計（保険事業勘定）

１．　介護保険の概要

　介護保険は、平成12年4月1日より実施され、介護保険特別会計として自治体ごとで計上

し、安堵町民の65歳以上の人と、40歳～64歳の医療保険加入者が被保険者となり、介護

サービス給付、生活支援を行うなど介護保険事業運営にかかる会計であります。

　令和４年度は、引き続き団塊の世代が75歳となる2025年を見据えて、みんなが住みなれ

た地域で、安心して自分らしい生活が送れる取り組みを進めるため、自立支援・重度化防

止等、介護予防・日常生活支援総合事業の推進や、認知症への対応や理解等総合的支援

事業を行うため、医療・ケア・介護との連携などに視点を置き、また、令和４年度、安堵町高

齢者福祉計画及び第８期介護保険事業計画の策定を踏まえた予算となります。

　前年度より、34,917千円（4.5%）増額となり、歳入歳出それぞれ808,754千円（R３年度

773,837千円）を予算計上しました。

（１）  被保険者・・・第1号被保険者（65歳以上）約　2,475人　　　

　　　　　　　　（令和３年12月末） 前年度　2,465人　　 10人増

　　　　　　　　　第2号被保険者（40歳～64歳の医療保険加入者） 

　　　　　　　　　　約　2,351人（同時期）前年度　2,386人　　35人減

（２）  要介護認定者（1～5）・・・ 323人　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（令和3年12月末）前年度 326人　3人減

（令和３年２月現在　　34.3 ％）

【要介護（要支援）認定者数】（令和3年12月末）

　　　　　（令和３年12月末） 前年度  88人　2人増　

 認定者413人・・・前年度414人　1人減　

（４）  介護予防・生活支援サービス事業利用者・・21人（令和3年12月末）

　　　　　　　（基本チャックリストによる生活機能低下該当）

（５）  第１号保険料・・・ 9段階　　　　基準額月額 6,400円

（６）  高齢化率　・・・・令和４年２月現在　　35.1 ％
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後期高齢者医療特別会計

１．　後期高齢者医療の概要

後期高齢者医療制度は、７５歳(一定の障害があり、申請により認定を受けた時は６５

歳）以上の方を対象とした医療保険制度です。

制度の運営は、奈良県のすべての市町村が加入する「奈良県後期高齢者医療広域連

合」が保険者となり、市町村とで役割分担をしています。広域連合は被保険者の認定や保

険料の決定、医療給付など制度の運営を行い、市町村は被保険者からの各種届出や申

請などの受付、保険料の徴収を行います。市町村で徴収した保険料は全額広域連合へ

納付し、制度の運営に充てられます。

２．　後期高齢者医療の状況

※令和３年１２月末現在

（１）被保険者数  　1,186　人   （前年度　1,228  人　42  人減）

（２）人口に対する後期高齢者医療適用率

　　・適　用　率　 16.58 ％ 　 （前年度　  16.90 ％　0.32％減）

　　・人　　　口　  7,153人  　（前年度　　7,268 人　115 人減）

３．　後期高齢者医療特別会計予算　概要

　令和４年度の後期高齢者医療特別会計予算は、前年度より１８，３００千円増額の１３

０，２００千円（令和３年度１１１，９００千円）を計上しました。

　主に後期高齢者医療広域連合への負担金（納付金）増加により、前年度より増額となっ

ています。
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《歳入》

《歳出》

１．　水道会計予算　概要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　収益的収入については、人口減少により、１３，１７４千円（６．７％）減少となっております。

　資本的収入については、移設補償範囲の減少により、７，０００千円（８５．４％）減少となってお

ります。

　収益的支出については、検針用スマートデバイスの更新、インボイス制度対応のためのシステ

ム改修などで増加しておりますが、動力費及び定期満期メータの取替、配水設備修繕の減少によ

り２，９４２千円（１．６％）減少しております。

　資本的支出については、工事施工分に対する設計委託費が減少しておりますが、工事請負費

において、水道管更新事業費の増加により９，０７６千円（１９．８％）増加しております。
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